
平成24年分

源　泉　徴　収　税　額　表
　この源泉徴収税額表は、平成24年に使用するものです（平成19年 1 月
以降「税額」は改正されていません。）。
　なお、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な
財源の確保に関する特別措置法（平成23年法律第117号）が平成25年 1
月 1 日から施行されます。平成25年 1 月以降はこの源泉徴収税額表は
使用できませんので、ご注意ください。

◇　給与所得の源泉徴収税額表（月額表）　� 《₁ページ》
◇　給与所得の源泉徴収税額表（日額表）　� 《₉ページ》
◇　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表　� 《17ページ》
◇　源泉徴収のための退職所得控除額の表　� 《19ページ》
◇　退職所得の源泉徴収税額の速算表　� 《19ページ》
◇　電子計算機等を使用して源泉徴収税額を計算する方法を
　　定める財務省告示（別表第一〜別表第三）　� 《20ページ》
◇　給与所得の源泉徴収税額の求め方　� 《21ページ》
◇　退職所得の源泉徴収税額の求め方　� 《25ページ》
◇　納付書の記載のしかた　� 《26ページ》

【源泉徴収をした所得税の納期限】
○　納期の特例の承認を受けていない場合
給料や報酬などを支払った月の翌月10日

○　納期の特例の承認を受けている場合（給与など特定の所得に限ります。）
₁月から₆月までの分………　₇月10日
₇月から12月までの分………　翌年の₁月10日（納期限の特例の届出書を提出し、
　　　　　　　　　　　　　　一定の要件を満たす場合については翌年の１月20日）

※₁　納期限までに、最寄りの金融機関又は所轄の税務署で忘れずに納付してください。
　₂　上記の10日又は20日が日曜日、祝日などの休日や土曜日に当たる場合には、その休
　　日明けの日が納期限となります。
　₃　納期限までに納付がない場合には、加算税や延滞税を負担しなければならないこと
　　があります。

（注）　この「源泉徴収税額表」は平成24年 1 月 1 日現在の所得税法等関係法令の規定
　　に基づいて作成してあります。

イータ君

☆☆源泉所得税の納付はe-Taxで ! ! ☆☆
　源泉所得税の納付は、インターネットを利用したe-Tax（イータックス）
をご利用になると便利です。
　e-Taxをはじめてご利用になる場合は、e-Taxソフト（WEB版）などで
開始届出書を提出してください（書面でも提出できます。）。
　なお、源泉所得税の納付などの納税に限ってe-Taxをご利用になる場合
には、電子証明書は不要となっています。
　詳しくは、e-Taxホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】をご覧ください。

 イータックス 検索で
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給与所得の源泉徴収税額表（平成24年分）

（月　額　表……所得税法別表第二）（一） （〜166,999円）
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（二） （167,000円〜289,999円）
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（三） （290,000円〜439,999円）
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（四） （440,000円〜589,999円）
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（五） （590,000円〜739,999円）
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（六） （740,000円〜889,999円）
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（七） （890,000円〜1,759,999円）
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（八） （1,760,000円〜）

（注）この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び控除対象扶養親族をいいます。
（備考）税額の求め方は、次のとおりです。
　１　「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
　　⑴　まず、その人のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除した金

額を求めます。
　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人以下である場合には、⑴により求めた金額に応

じて「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その行と扶養親族等の数に応じた甲
欄の該当欄との交わるところに記載されている金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑶　扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人を超える場合には、⑴により求めた金額に応じて、扶
養親族等の数が₇人であるものとして⑵により求めた税額から、扶養親族等の数が₇人を超える１人ごとに1,580
円を控除した金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑷　⑵及び⑶の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を
含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに
１人を加算した数を、扶養控除等申告書にその人の控除対象配偶者又は扶養親族のうちに障害者（特別障害者を含
みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当す
るごとに１人を加算した数を、それぞれ⑵及び⑶の扶養親族等の数とします。

　₂　扶養控除等申告書の提出がない人（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった人を含みます。）
　　　その人のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除し、その控除後
の金額に応じた「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行と乙欄との交わるところに記載され
ている金額（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった場合には、その申告書により申告された扶
養親族等の数に応じ、扶養親族等１人ごとに1,580円を控除した金額）を求めます。これが求める税額です。
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給与所得の源泉徴収税額表（平成24年分）

（日　額　表……所得税法別表第三）（一） （〜6,999円）
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（二） （7,000円〜11,999円）
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（三） （12,000円〜16,999円）



―　　　―12

（四） （17,000円〜21,999円）
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（五） （22,000円〜26,999円）
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（六） （27,000円〜31,999円）
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（七） （32,000円〜）

（注）　この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び控除対象扶養親族をいいます。
（備考）　税額の求め方は、次のとおりです。
　１  「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
　　⑴　まず、その人のその日の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除した金

額を求めます。
　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人以下である場合には、⑴により求めた金額に応

じて「その日の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その行と扶養親族等の数に応じた甲
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　　　欄の該当欄との交わるところに記載されている金額を求めます。これが求める税額です。
　　⑶　扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人を超える場合には、⑴により求めた金額に応じて、扶

養親族等の数が₇人であるものとして⑵により求めた税額から、扶養親族等の数が₇人を超える１人ごとに50円を
控除した金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑷　⑵及び⑶の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を
含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに
１人を加算した数を、扶養控除等申告書にその人の控除対象配偶者又は扶養親族のうちに障害者（特別障害者を含
みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当す
るごとに１人を加算した数を、それぞれ⑵及び⑶の扶養親族等の数とします。

　₂　扶養控除等申告書の提出がない人（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった人を含みます。）
　　⑴　⑵に該当する場合を除き、その人のその日の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等

の金額を控除し、その控除後の金額に応じて「その日の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求
め、その行と乙欄との交わるところに記載されている金額（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出が
あった場合には、その申告書により申告された扶養親族等の数に応じ、扶養親族等１人ごとに50円を控除した金
額）を求めます。これが求める税額です。

　　⑵　その給与等が所得税法第185条第１項第₃号（労働した日ごとに支払われる給与等）に掲げる給与等であるとき
は、その人のその日の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除し、その控
除後の金額に応じて「その日の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その行と丙欄との交
わるところに記載されている金額を求めます。これが求める税額です。

　　　　ただし、継続して₂か月を超えて支払うこととなった場合には、その₂か月を超えて支払うこととなった部分の
給与等は、労働した日ごとに支払われる給与等には含まれませんので、税額の求め方は１又は₂⑴によります。
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賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表（平成24年分）

（所得税法別表第四）

（注） この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び控除対象扶養親族をいいます。
　　　また、「賞与の金額に乗ずべき率」の賞与の金額とは、賞与の金額から控除される社会保険料等の金額がある場合
には、その社会保険料等控除後の金額をいいます。

（備考）　賞与の金額に乗ずべき率の求め方は、次のとおりです。
　１　「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
（₄に該当する場合を除きます。）

　　⑴　まず、その人の前月中の給与等（賞与を除きます。以下この表において同じ。）の金額から、その給与等の金額
から控除される社会保険料等の金額（以下この表において「前月中の社会保険料等の金額」といいます。）を控除
した金額を求めます。

　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数と⑴により求めた金額とに応じて甲欄の「前月の社会
保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求めます。

　　⑶　⑵により求めた行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率を求めます。これが求
める率です。

　₂　１の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みま
す。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加
算した数を、扶養控除等申告書にその人の控除対象配偶者又は扶養親族のうちに障害者（特別障害者を含みます。）
又は同居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人
を加算した数を、それぞれ扶養親族等の数とします。
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　₃　扶養控除等申告書の提出がない人（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった人を含み、₄に該
当する場合を除きます。）

　　⑴　その人の前月中の給与等の金額から前月中の社会保険料等の金額を控除した金額を求めます。
　　⑵　⑴により求めた金額に応じて乙欄の「前月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求めます。
　　⑶　⑵により求めた行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率を求めます。これが求

める率です。
　₄　前月中の給与等の金額がない場合や前月中の給与等の金額が前月中の社会保険料等の金額以下である場合又はその
賞与の金額（その金額から控除される社会保険料等の金額がある場合には、その控除後の金額）が前月中の給与等の
金額から前月中の社会保険料等の金額を控除した金額の10倍に相当する金額を超える場合には、この表によらず、所
得税法第186条第１項第１号ロ若しくは第₂号ロ又は第₂項（賞与に係る徴収税額）の規定（同条第₃項の規定を含
みます。）により、月額表を使って税額を計算します。

　₅　１から₄までの場合において、その人の受ける給与等の支給期が月の整数倍の期間ごとと定められているときは、
その賞与の支払の直前に支払を受けた若しくは支払を受けるべき給与等の金額又はその給与等の金額から控除される
社会保険料等の金額をその倍数で除して計算した金額を、それぞれ前月中の給与等の金額又はその金額から控除され
る社会保険料等の金額とみなします。
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源泉徴収のための退職所得控除額の表（平成24年分）
（所得税法別表第六）

（注）　この表における用語の意味は、次のとおりです。
　　⑴　「勤続年数」とは、退職手当等の支払を受ける人が、退職手当等の支払者の下においてその退職手当等の支払の

基因となった退職の日まで引き続き勤務した期間により計算した一定の年数をいいます（所得税法施行令第69条）。
　　⑵　「障害退職の場合」とは、障害者になったことに直接基因して退職したと認められる一定の場合をいいます（所

得税法第30条第₄項第₃号）。
　　⑶　「一般退職の場合」とは、障害退職の場合以外の退職の場合をいいます。
（備考）
　　⑴　退職所得控除額は、⑵に該当する場合を除き、退職手当等に係る勤続年数に応じ「勤続年数」欄の該当する行に

当てはめて求めます。この場合、一般退職のときはその行の「退職所得控除額」の「一般退職の場合」欄に記載さ
れている金額が、また、障害退職のときはその行の「退職所得控除額」の「障害退職の場合」欄に記載されている
金額が、それぞれその退職手当等に係る退職所得控除額です。

　　⑵　所得税法第30条第₄項第１号（退職所得控除額の計算の特例）に掲げる場合に該当するときは、同項の規定に準
じて計算した金額が、その退職手当等に係る退職所得控除額です。

退職所得の源泉徴収税額の速算表（平成24年分）
課 税 退 職 所 得 金 額 A 税率B 控除額C 税　額=A×B−C

 1,950,000円以下 ₅％ ―　　 A×₅％
1,950,000円超  3,300,000　〃　 10％ 97,500円 A×10％−   97,500円
 3,300,000 〃　  6,950,000　〃　 20％ 427,500円 A×20％−  427,500円
 6,950,000 〃　  9,000,000　〃　 23％ 636,000円 A×23％−  636,000円
 9,000,000 〃　 18,000,000　〃　 33％ 1,536,000円 A×33％−1,536,000円
18,000,000 〃　 40％ 2,796,000円 A×40％−2,796,000円

勤続年数 退 職 所 得 控 除 額 勤続年数 退 職 所 得 控 除 額
一般退職の場合 障害退職の場合 一般退職の場合 障害退職の場合

　
₂年以下

₃　年
₄　年
₅　年

₆　年
₇　年
₈　年

₉　年
10　年
11　年

12　年
13　年
14　年

15　年
16　年
17　年

18　年
19　年
20　年

21　年
22　年
23　年

千円
800

　

1,200
1,600
2,000

2,400
2,800
3,200

3,600
4,000
4,400

4,800
5,200
5,600

6,000
6,400
6,800

7,200
7,600
8,000

8,700
9,400
10,100

千円
1,800

　

2,200
2,600
3,000

3,400
3,800
4,200

4,600
5,000
5,400

5,800
6,200
6,600

7,000
7,400
7,800

8,200
8,600
9,000

9,700
10,400
11,100

　
24　年
25　年
26　年

27　年
28　年
29　年

30　年
31　年
32　年

33　年
34　年
35　年

36　年
37　年
38　年

39　年
40　年
　

41年以上

千円
10,800
11,500
12,200

12,900
13,600
14,300

15,000
15,700
16,400

17,100
17,800
18,500

19,200
19,900
20,600

21,300
22,000

　

22,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

千円
11,800
12,500
13,200

13,900
14,600
15,300

16,000
16,700
17,400

18,100
18,800
19,500

20,200
20,900
21,600

22,300
23,000

　　

23,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

（注）１　退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した後の金額の₂分の１に相当する金額（1,000円未満の端数
　　 　切捨て）を課税退職所得金額Aの欄に当てはめて、税額計算を行います（25ページ参照）。
　 　₂　求めた税額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
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月額表の甲欄を適用する給与等に対する源泉徴収税額の電算機計算の特例

　給与所得に対する源泉徴収税額は、「給与所得の源泉徴収税額表」によって求めることになって
いますが、その給与等の支払額に関する計算を電子計算機などの事務機械によって処理している
ときは、月額表の甲欄を適用する給与等については、下記の別表（別表第一〜別表第三）を用いて
源泉徴収税額を求めることができる特例が設けられています。

〔源泉徴収税額の計算方法〕
　その月の社会保険料等を控除した後の給与等の金額Aから、別表第一により算出した給与所得控
除の額並びに別表第二に掲げる配偶者控除の額、扶養控除の額及び基礎控除の額の合計額を控除し
た残額（課税給与所得金額B）を、別表第三に当てはめて源泉徴収すべき税額を求めます。

〔電子計算機等を使用して源泉徴収税額を計算する方法を定める財務省告示（平成24年分）〕
別表第一

配 偶 者 控 除 の 額 31,667円
扶 養 控 除 の 額 31,667円×控除対象扶養親族の数
基 礎 控 除 の 額 31,667円

その月の社会保険料等控除後の給与等の金額A
給 与 所 得 控 除 の 額

以　　上 以　　下

　　　　　　円 　　　　　　円

――― 135,416 54,167円

135,417 149,999 A×40 ％

150,000 299,999 A×30 ％＋ 15,000円

300,000 549,999 A×20 ％＋ 45,000円

550,000 833,333 A×10 ％＋100,000円

833,334 円　　以　上 A×₅ ％＋141,667円
（注）　給与所得控除の額に１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額をもってその求める給与所得控除の額とします。

別表第二

その月の課税給与所得金額B
税　額　の　算　式

以　　上 以　　下

　　　　　　円 　　　　　　円

――― 162,500 B×₅ ％

162,501 275,000 B×10 ％−　8,125円

275,001 579,166 B×20 ％− 35,625円

579,167 750,000 B×23 ％− 53,000円

750,001 1,500, 000　 B×33 ％−128,000円

1,500,001 円　　以　上 B×40 ％−233,000円

（注）　税額に10円未満の端数があるときは、これを四捨五入した額をもってその求める税額とします。

別表第三
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○ 給与所得の源泉徴収税額の求め方

1 　税額表の使用区分
　居住者に支払う毎月（日）の給料や賞与などから源泉徴収する税額は、「給与所得の源泉徴収税
額表（月額表及び日額表）」又は「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」（以下これらを「税額表」
といいます。）を使用して求めますが、この税額表は、給与等の別、「給与所得者の扶養控除等申告書」
の提出の有無、給与等の支給方法に応じ、次のように使用します。

税　額　表 適　用　す　る　給　与 適　用　す　る　欄

月　額　表
（１ページ）

⑴　月ごとに支払うもの
⑵　半月ごと、10日ごとに支払うもの
⑶　月の整数倍の期間ごとに支払うもの

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日　額　表
（ 9ページ）

⑴　毎日支払うもの
⑵　週ごとに支払うもの
⑶　日割で支払うもの

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日 雇 賃 金 丙　欄

賞与に対する
源泉徴収税額
の算出率の表
（17ページ）

賞 与
　ただし、前月中に普通給与の支払がない場
合又は賞与の額が前月中の普通給与の額の10
倍を超える場合には、月額表を使います。

甲　欄……「給与所得者の扶養控除等申告
　　　書」を提出している人に支払う給与
乙　欄……その他の人に支払う給与

日雇賃金を
除きます。

�
�
�

（注） 日雇賃金とは、日々雇い入れられる人が、労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日ごとに支払を
受ける（その労働した日以外の日において支払われるものも含みます。）給与等をいいます。ただし、一の支払者か
ら継続して 2か月を超えて給与等が支払われた場合には、その 2か月を超える部分の期間につき支払われるものは、
ここでいう日雇賃金には含まれません。

2 　税額表の使い方
　毎月（日）の給料や賞与などの支給の際における税額表の使用に当たっては、次の点に注意して
ください。
①　税額表に当てはめる給与等の金額は、その月（日）分の給与等の金額から厚生年金保険料、健
康保険料及び雇用保険料などの社会保険料等を控除した後の金額によります。
②　税額表の甲欄は、給与等の支払を受ける人の扶養親族等の数に応じて使用するようになってい
ます。
　この「扶養親族等の数」とは、控除対象配偶者（老人控除対象配偶者を含みます。）（注1）と控除
対象扶養親族（老人扶養親族又は特定扶養親族を含みます。）（注2）との合計数をいいます。また、
給与等の支払を受ける人が、障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みます。）、
寡夫又は勤労学生に該当する場合には、その該当する数を加え、その人の控除対象配偶者や扶養
親族（年齢16歳未満の人を含みます。）のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別
障害者に該当する人がいる場合には、これらの一に該当するごとに扶養親族等の数に１人を加算
した数を扶養親族等の数とします。

（注）１�　「控除対象配偶者」とは、給与等の支払を受ける人と生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払
を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、平成24年中の所得の見積額が38万円以下の人をいいます。

	 ２�　「控除対象扶養親族」とは、扶養親族のうち、年齢16歳以上の人（平成24年分の所得税については、平成9年1月1
日以前に生まれた人）をいいます。

	 　�　「扶養親族」とは、給与等の支払を受ける人と生計を一にする親族等（配偶者、青色事業専従者として給与の支
払を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、平成24年中の所得の見積額が38万円以下の人をいいます。

	 　※�　ここにいう「親族等」には、児童福祉法の規定により養育を委託されたいわゆる里子や、老人福祉法の規定に
より養護を委託されたいわゆる養護老人も含まれます。

	 ３�　「障害者」、「寡婦」及び「勤労学生」等の範囲については、税務署備付けの説明書「源泉徴収のしかた」でご確
認ください（「源泉徴収のしかた」は、国税庁ホームページ【www.nta.go.jp】にも掲載されています。）。
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　なお、給与等の支払者が電子計算機などの事務機械によって給与等の計算を行っている場合には、
月額表の甲欄を適用する給与等については、財務大臣が告示する方法（20ページ「月額表の甲欄を
適用する給与等に対する源泉徴収税額の電算機計算の特例」参照）によりその給与等に対する源泉
徴収税額を求めることができます。

⑴　月額表甲欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がある場合）

　　　（設例）

　　イ　給与等の支給額（月額）　　　　　　　　　　 　　365,000円
　　ロ　給与等から控除する社会保険料等　　　　　　 　　 48,796円
　　ハ　扶養親族等の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2人
　　　（控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

　〔扶養親族等の数の求め方の例示〕
　税額表の甲欄を適用する場合の扶養親族等の数の求め方を例示すると、おおむね次のようになります。

・・・控除対象扶養親族（扶養
　　親族のうち年齢16歳以上
　　の人。）

・・・所得者

・・・勤労学生 ・・・同居特別障害者

・・・控除対象配偶者（老人控除
　　対象配偶者を含みます。）

・・・扶養親族のうち年齢16歳
　　未満の人
　　（注）扶養親族等の数には
　　　　加算しません。

・・・寡婦（特別の寡婦を含み
　　ます。）又は寡夫

・・・障害者（特別障害者を含み
　　ます。）

（凡例）
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同障

同障

学

障

障

寡

配

配

控扶

控扶

障

配

控扶

同障

障

配

扶

扶同障

障

寡

配

扶

寡障

障

配

控扶

配

控扶

配

同障

障障

控扶

控扶

扶

配

学

扶

扶

障

控扶

設

　
　
　例

人 人 人 人 人 人等
の
数

扶
養
親
族



―　　　―23

⑵　月額表乙欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がない場合）

　　　（設例）

　　イ　給与等の支給額（月額）　　　　　　　　　　　　　 80,750円　
　　ロ　給与等から控除する社会保険料等　　　　　　　　　　　なし

〔税額の計算〕
①　給与等から控除する社会保険料等がありませんので、支給額80,750円がそのまま社会保険料等
控除後の給与等の金額になります。
②　月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、80,750円が含まれる「88,000円未満」
の行を求め、その行の「乙」欄を見ますと「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額の 3％
に相当する金額」となっています。したがって、2,422円（80,750円× 3 ％、 1 円未満の端数は切
り捨てます。）がその給与等から源泉徴収する税額です。

⑶　日額表の使用
　　日額表を使用して税額を求める場合も、月額表の場合と同じ要領で行います。

―　　　―3

（三） （290,000円〜439,999円）（月　　額　　表）

〔税額の計算〕
①　社会保険料等控除後の給与等の金額を求めると、316,204円（365,000円－48,796円）となります。
②　月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、316,204円が含まれる「314,000
円以上317,000円未満」の行を求め、その行と「甲」欄の「扶養親族等の数 2人」の欄との交わる
ところに記載されている金額5,620円を求めます。これがその給与等から源泉徴収する税額です。

求める税額

316,204円が
含まれる行

「扶養親族等の
数 2人」の欄
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⑷　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出があ
る場合）

　　　（設例）

　　イ　賞与の支給額　　　　　　　　　　　　　　　　　　554,000円　
　　ロ　賞与から控除する社会保険料等　　　　　　　　　　 75,045円　
　　ハ　前月中の普通給与（社会保険料等控除後）の金額　　200,820円　
　　ニ　扶養親族等の数　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　2人　
　　　　（控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

〔税額の計算〕
①　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の「甲」欄の「扶養親族等の数 2人」の欄を見て、前
月の社会保険料等控除後の給与等の金額200,820円が含まれている「133千円以上269千円未満」の
行を求め、その行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率 2％を
求めます。これがその賞与の金額に乗ずる率になります。
② 賞与の金額554,000円から社会保険料75,045円を控除した残額478,955円に 2 ％を乗じた金額9,579
円（478,955円× 2％、1円未満の端数は切り捨てます。）が、その賞与から源泉徴収する税額です。
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（賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表）

（注） この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び控除対象扶養親族をいいます。
　　　また、「賞与の金額に乗ずべき率」の賞与の金額とは、賞与の金額から控除される社会保険料等の金額がある場合
には、その社会保険料等控除後の金額をいいます。

（備考）　賞与の金額に乗ずべき率の求め方は、次のとおりです。
　１　「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
（₄に該当する場合を除きます。）

　　⑴　まず、その人の前月中の給与等（賞与を除きます。以下この表において同じ。）の金額から、その給与等の金額
から控除される社会保険料等の金額（以下この表において「前月中の社会保険料等の金額」といいます。）を控除
した金額を求めます。

　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数と⑴により求めた金額とに応じて甲欄の「前月の社会
保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求めます。

　　⑶　⑵により求めた行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率を求めます。これが求
める率です。

　₂　１の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みま
す。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人を加
算した数を、扶養控除等申告書にその人の控除対象配偶者又は扶養親族のうちに障害者（特別障害者を含みます。）
又は同居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに１人
を加算した数を、それぞれ扶養親族等の数とします。

賞与の金額に
乗ずべき率

前月の社会保険料等控除後
の給与等の金額200,820円
が含まれる行

「扶養親族等の
数 2 人」の欄
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○ 退職所得の源泉徴収税額の求め方

　居住者に支払う退職手当等から源泉徴収する税額は、①退職手当等の支払を受ける人（退職者）から、
「退職所得の受給に関する申告書」の提出を受け、この申告書に記載されている勤続年数などに基
づき「源泉徴収のための退職所得控除額の表」を使用して退職所得控除額を求め、②退職手当等の
金額から退職所得控除額を控除した残額の 2分の 1に相当する金額（課税退職所得金額）を課税標
準として、「退職所得の源泉徴収税額の速算表」を使用して求めます。
　なお、「退職所得の受給に関する申告書」が提出されていない場合には、退職手当等の金額に
20％を乗じた税額を源泉徴収することになります。
（注）　「源泉徴収のための退職所得控除額の表」及び「退職所得の源泉徴収税額の速算表」は、19ページに掲載しています。

退職所得の源泉徴収税額の速算表等の使用例（退職所得の受給に関する申告書の提出がある場合）

　　　（設例）

　　イ　勤続期間　　　　　　昭和57年10月 1 日就職〜平成24年 3 月31日退職　
　　ロ　退職手当等の金額　　1,700万円
　　ハ　退職の理由　　　　　定年退職

〔税額の計算〕
①　勤続年数は29年 6 か月ですが、勤続年数
に 1年未満の端数がある場合には、その端
数を切り上げて１年とすることとされてい
ますので、勤続年数は30年となります。
②　「源泉徴収のための退職所得控除額の表」
によって、「勤続年数」が「30年」で「一
般退職の場合」の退職所得控除額を求める
と1,500万円となります。
③　退職手当等の金額1,700万円から退職所得
控除額1,500万円を控除し、控除後の残額
200万円を 2 分の１して課税退職所得金額
100万円を求めます。

　　（1,700万円 － 1,500万円） × 1―2  ＝ 100万円

④ 　「退職所得の源泉徴収税額の速算表」の「税額」欄に算式が示されていますので、この算式に従っ
て算出した 5万円が、その退職手当等から源泉徴収する税額です。
　　100万円 × 5 ％ ＝ 5 万円
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源泉徴収のための退職所得控除額の表（平成24年分）
（所得税法別表第六）

（注）　この表における用語の意味は、次のとおりです。
　　⑴　「勤続年数」とは、退職手当等の支払を受ける人が、退職手当等の支払者の下においてその退職手当等の支払の

基因となった退職の日まで引き続き勤務した期間により計算した一定の年数をいいます（所得税法施行令第69条）。
　　⑵　「障害退職の場合」とは、障害者になったことに直接基因して退職したと認められる一定の場合をいいます（所

得税法第30条第₄項第₃号）。
　　⑶　「一般退職の場合」とは、障害退職の場合以外の退職の場合をいいます。
（備考）
　　⑴　退職所得控除額は、⑵に該当する場合を除き、退職手当等に係る勤続年数に応じ「勤続年数」欄の該当する行に

当てはめて求めます。この場合、一般退職のときはその行の「退職所得控除額」の「一般退職の場合」欄に記載さ
れている金額が、また、障害退職のときはその行の「退職所得控除額」の「障害退職の場合」欄に記載されている
金額が、それぞれその退職手当等に係る退職所得控除額です。

　　⑵　所得税法第30条第₄項第１号（退職所得控除額の計算の特例）に掲げる場合に該当するときは、同項の規定に準
じて計算した金額が、その退職手当等に係る退職所得控除額です。

退職所得の源泉徴収税額の速算表（平成24年分）
課 税 退 職 所 得 金 額 A 税率B 控除額C 税　額=A×B−C

 1,950,000円以下 ₅％ ―　　 A×₅％
1,950,000円超  3,300,000　〃　 10％ 97,500円 A×10％−   97,500円
 3,300,000 〃　  6,950,000　〃　 20％ 427,500円 A×20％−  427,500円
 6,950,000 〃　  9,000,000　〃　 23％ 636,000円 A×23％−  636,000円
 9,000,000 〃　 18,000,000　〃　 33％ 1,536,000円 A×33％−1,536,000円
18,000,000 〃　 40％ 2,796,000円 A×40％−2,796,000円

勤続年数 退 職 所 得 控 除 額 勤続年数 退 職 所 得 控 除 額
一般退職の場合 障害退職の場合 一般退職の場合 障害退職の場合

　
₂年以下

₃　年
₄　年
₅　年

₆　年
₇　年
₈　年

₉　年
10　年
11　年

12　年
13　年
14　年

15　年
16　年
17　年

18　年
19　年
20　年

21　年
22　年
23　年

千円
800

　

1,200
1,600
2,000

2,400
2,800
3,200

3,600
4,000
4,400

4,800
5,200
5,600

6,000
6,400
6,800

7,200
7,600
8,000

8,700
9,400
10,100

千円
1,800

　

2,200
2,600
3,000

3,400
3,800
4,200

4,600
5,000
5,400

5,800
6,200
6,600

7,000
7,400
7,800

8,200
8,600
9,000

9,700
10,400
11,100

　
24　年
25　年
26　年

27　年
28　年
29　年

30　年
31　年
32　年

33　年
34　年
35　年

36　年
37　年
38　年

39　年
40　年
　

41年以上

千円
10,800
11,500
12,200

12,900
13,600
14,300

15,000
15,700
16,400

17,100
17,800
18,500

19,200
19,900
20,600

21,300
22,000

　

22,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

千円
11,800
12,500
13,200

13,900
14,600
15,300

16,000
16,700
17,400

18,100
18,800
19,500

20,200
20,900
21,600

22,300
23,000

　　

23,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

（注）１　退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した後の金額の₂分の１に相当する金額（1,000円未満の端数
　　 　切捨て）を課税退職所得金額Aの欄に当てはめて、税額計算を行います。
　 　₂　求めた税額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
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源泉徴収のための退職所得控除額の表（平成24年分）
（所得税法別表第六）

（注）　この表における用語の意味は、次のとおりです。
　　⑴　「勤続年数」とは、退職手当等の支払を受ける人が、退職手当等の支払者の下においてその退職手当等の支払の

基因となった退職の日まで引き続き勤務した期間により計算した一定の年数をいいます（所得税法施行令第69条）。
　　⑵　「障害退職の場合」とは、障害者になったことに直接基因して退職したと認められる一定の場合をいいます（所

得税法第30条第₄項第₃号）。
　　⑶　「一般退職の場合」とは、障害退職の場合以外の退職の場合をいいます。
（備考）
　　⑴　退職所得控除額は、⑵に該当する場合を除き、退職手当等に係る勤続年数に応じ「勤続年数」欄の該当する行に

当てはめて求めます。この場合、一般退職のときはその行の「退職所得控除額」の「一般退職の場合」欄に記載さ
れている金額が、また、障害退職のときはその行の「退職所得控除額」の「障害退職の場合」欄に記載されている
金額が、それぞれその退職手当等に係る退職所得控除額です。

　　⑵　所得税法第30条第₄項第１号（退職所得控除額の計算の特例）に掲げる場合に該当するときは、同項の規定に準
じて計算した金額が、その退職手当等に係る退職所得控除額です。

退職所得の源泉徴収税額の速算表（平成24年分）
課 税 退 職 所 得 金 額 A 税率B 控除額C 税　額=A×B−C

 1,950,000円以下 ₅％ ―　　 A×₅％
1,950,000円超  3,300,000　〃　 10％ 97,500円 A×10％−   97,500円
 3,300,000 〃　  6,950,000　〃　 20％ 427,500円 A×20％−  427,500円
 6,950,000 〃　  9,000,000　〃　 23％ 636,000円 A×23％−  636,000円
 9,000,000 〃　 18,000,000　〃　 33％ 1,536,000円 A×33％−1,536,000円
18,000,000 〃　 40％ 2,796,000円 A×40％−2,796,000円

勤続年数 退 職 所 得 控 除 額 勤続年数 退 職 所 得 控 除 額
一般退職の場合 障害退職の場合 一般退職の場合 障害退職の場合

　
₂年以下

₃　年
₄　年
₅　年

₆　年
₇　年
₈　年

₉　年
10　年
11　年

12　年
13　年
14　年

15　年
16　年
17　年

18　年
19　年
20　年

21　年
22　年
23　年

千円
800

　

1,200
1,600
2,000

2,400
2,800
3,200

3,600
4,000
4,400

4,800
5,200
5,600

6,000
6,400
6,800

7,200
7,600
8,000

8,700
9,400
10,100

千円
1,800

　

2,200
2,600
3,000

3,400
3,800
4,200

4,600
5,000
5,400

5,800
6,200
6,600

7,000
7,400
7,800

8,200
8,600
9,000

9,700
10,400
11,100

　
24　年
25　年
26　年

27　年
28　年
29　年

30　年
31　年
32　年

33　年
34　年
35　年

36　年
37　年
38　年

39　年
40　年
　

41年以上

千円
10,800
11,500
12,200

12,900
13,600
14,300

15,000
15,700
16,400

17,100
17,800
18,500

19,200
19,900
20,600

21,300
22,000

　

22,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

千円
11,800
12,500
13,200

13,900
14,600
15,300

16,000
16,700
17,400

18,100
18,800
19,500

20,200
20,900
21,600

22,300
23,000

　　

23,000千円に、
勤続年数が40年
を超える１年ご
とに700千円を
加算した金額

（注）１　退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した後の金額の₂分の１に相当する金額（1,000円未満の端数
　　 　切捨て）を課税退職所得金額Aの欄に当てはめて、税額計算を行います。
　 　₂　求めた税額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。

（退職所得の源泉徴収税額の速算表）

（源泉徴収のための退職所得控除額の表）
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◦　この納付書は、居住者に対して支払う給与、退職手当、税理士・弁護士・司法書士などの報
酬について源泉徴収をした所得税を納付するときに使用してください。

◦　納期の特例の適用を受けている場合と受けていない場合とでは様式が異なっていますので注
意してください。

◦　「年度」（会計年度（平成24年4月1日から平成25年3月31日までの間に納付する場合には、「24」）
を記載します。）、「税務署名」（「税務署番号」欄の記載は不要です。）、「整理番号」、「納期等の区分」
及び「合計額」の各欄の記載漏れのないよう注意してください。

◦　納税の告知により納付する税金については、この用紙を使用しないでください。

≪ 給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（納期特例分） ≫

≪ 給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（一般分） ≫

納 付 書 の 記 載 の し か た
（給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書）

徴 収 義 務 者
住所（所在地）及び氏名（名称）
を記載してください。

徴 収 義 務 者
住所（所在地）及び氏名（名称）
を記載してください。

支 払 年 月 日 税 務 署 名 　 人 　 　 　 員 　 整 理 番 号
「納期等の区分」欄に記載した期間内の最
初の支払年月日と最後の支払年月日です。

（一回だけの支払は左側の年月日のみ記載）

所轄の税務署名
を記載してくだ
さい。

各区分ごとに各月の実人員（日雇労
務者の賃金は延べ人員）の支給月分
の合計を記載してください。

整理番号を間違えな
いように記載してく
ださい。

納 期 等 の 区 分
「納期の特例」の期間の
最初と最後の支払年月
を記載してください。

本 税
「税額」項の計を計算
して記載します。

合 計 額
金額を書き誤ったとき
は新しい納付書に書き
直してください。

納 期 等 の 区 分
給与、退職手当等を支
払った年月を記載して
ください。

本 税
「税額」項の計を計算
して記載します。

合 計 額
金額を書き誤ったとき
は新しい納付書に書き
直してください。

支 払 年 月 日 税 務 署 名 　 人 　 　 　 員 　 整 理 番 号
実際の支払年月日を記載して
ください。年月は「納期等の
区分」欄と一致します。

所轄の税務署名
を記載してくだ
さい。

各区分ごとに各月の実人員
（日雇労務者の賃金は延べ
人員）を記載してください。

整理番号を間違えな
いように記載してく
ださい。
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※ 1 　税金の納期限は、納期の特例の承認の有無に応じ、次のとおりですから、最寄りの金融機関
又は所轄の税務署の窓口で忘れずに納付してください。

　⑴　納期の特例の承認を受けていない場合
　　　給料や報酬などを支払った月の翌月10日まで
　⑵　納期の特例の承認を受けている場合
　　　 1月から 6月支払分……… 7月10日まで
　　　 7月から12月支払分……翌年の 1月10日まで（納期限の特例の適用がある場合は 1月20日まで）
　なお、この納期限までに納付がない場合には、延滞税や不納付加算税などを負担しなければ
ならないことがあります。

※ 2　納付すべき税額が生じない場合であっても、所得税徴収高計算書（領収済通知書）は所轄の
税務署に直接提出又は送付してください。

《所得税徴収高計算書の記載上の注意》
◦　黒のボールペンで力を入れて記載してください（所得税徴収高計算書は複写式になっています。）。
◦　枠内に楷書で丁寧な記載をお願いします（所得税徴収高計算書を機械処理する場合エラーとな
ります。）。
　（注）合計額の金額頭部には、下記の＜例＞を参考に「￥」字を記載してください。

「納期等の区分」欄 　給与、退職手当又は弁護士・税理士・司法書士等の報酬・料金を支払った年月を
記載します。
　なお、納期の特例の適用を受けている場合には、納期の特例の期間の最初と最後
の支払年月を記載します。
⑴　納期の特例の承認を受けていない場合
　〔例〕平成24年 1 月分の給料をその支給日である同年 1月25日に支給した場合
　　◦「納期等の区分」欄　　　　　　 平成　　 年　　 　月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 4 0 1 （支払分　源泉所得税）

⑵　納期の特例の承認を受けている場合
　〔例〕平成24年 1 月分から 6 月分の給料を同年 1 月25日から 6 月25日に支給した

場合
　　◦「納期等の区分」欄　　　　　　 平成　　 年　　 　月

　　　　　　　　　　　　　　　　　自　 2 4 0 1
                                                                           　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　至　 2 4 0 6 （支払分　源泉所得税）

　ただし、支払確定後 1年を経過した日において未払となっている役員賞与につい
ての所得税を納付する場合には、その 1年を経過した日の属する年月を記載します。
　なお、俸給、給料等の支払年月と支払確定年月が異なる場合には、支払確定年月
の異なるものごとに納付書を別に作成し、「摘要」欄に ｢支払確定年月｣ を記載し
てください。

〈良い例〉

〈悪い例〉

縦線１本

金額は右詰めで記載してください。

<例>

すきまを開ける 上につきぬける 角をつくる 閉じる

かたむけるくずすつづけるはみだす

合　計　額

記　載　の　し　か　た
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「俸給、給料等」欄 　俸給、給料、賃金、歳費などの通常の給与のほか、財産形成給付金等のうち給与
等の金額とみなされるもの等について記載します。
（注）賞与又は日雇労務者の賃金については、それぞれの欄に記載します。

「支払年月日」項 　その通常の給与について実際に支払った年月日を記載します。この場合、同じ月
に給与が 2回以上支払われているときは、最後の支払年月日を記載します。
　なお、納期の特例の承認を受けている場合には、「納期等の区分」欄に記載した
期間内に支払った最初と最後の支払年月日を、例えば、次のように記載します。
 　　　　　　　　 年　　　 月     　 日      　　 　月　　　日

　　　　　 2 4 0 1 2 5 〜 0 6 2 5

「人員」項 　俸給、給料等を支給した実人員を記載します。
　なお、納期の特例の承認を受けている場合には、実人員の合計数を記載します。

「支給額」項 　支給した俸給、給料等の総額を記載します。

「税額」項 　「支給額」欄に記載した俸給、給料等について源泉徴収した税額の合計額を記載
します。

「摘要」欄 　所得税法第 9条第 1項第 3号に該当する増加恩給や遺族年金など又は第 7号に該
当する在外手当については所得税が課されないこととされていますが、これらにつ
いては、「摘要」欄にそれぞれ「 恩 」又は「 在 」と表示し、その人員及び支給額
を記載してください。
　また、財産形成給付金等のうち給与等の金額とみなされる金額を記載した場合に
は、「摘要」欄に「 財 」と表示し、その人員、支給額及び税額を記載してください。

「賞与（役員賞与を
除く。）」欄

◦　法人の場合……「役員に対して支払った賞与」以外の賞与（使用人兼務役員に
対する使用人職務分の賞与を含みます。）について記載します。
◦　個人の場合……必要経費に算入した賞与について記載します。

「支払年月日」、「人
員」、「支給額」及び
「税額」の各項

　その賞与について、「俸給、給料等」の各欄に準じて記載します。

「日雇労務者の賃金」
欄

　日々雇い入れられる者（日雇労務者など）に支払う賃金で日額表の丙欄を適用し
て所得税の源泉徴収を行っているものについて記載します。

「人員」項 　日々雇い入れられる者（日雇労務者など）の延べ人員を記載します。

「支給額」及び「税額」
の各項

　日々雇い入れられる者（日雇労務者など）に支払った賃金の総額及びその源泉徴
収税額の合計額を記載します。

「退職手当等」欄 　退職手当や一時恩給（所得税法第31条の規定により退職手当等とみなされる一時
金を含みます。)などについて記載します。

「支払年月日」、「人
員」、「支給額」及び
「税額」の各項

　「俸給、給料等」の各欄に準じて記載します。

「摘要」欄 　所得税法第201条第 1 項第 2 号の規定に該当するもの及び同条第 3 項の規定に該
当するものについては、「摘要」欄にその旨並びに人員、支給額及び税額を記載し
てください。　
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「税理士等の報酬」
欄

　弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、税理士、公認会計士、会計士補、計理
士、社会保険労務士、企業診断員、司法書士、弁理士、建築士、建築代理士、土地
家屋調査士、不動産鑑定士、不動産鑑定士補、測量士、測量士補、技術士、技術士
補、海事代理士、火災損害鑑定人又は自動車等損害鑑定人の業務に関して支払う報
酬・料金について記載します。

「支払年月日」、「人
員」、「支給額」及び
「税額」の各項

　「俸給、給料等」の各欄に準じて記載します。

「摘要」欄 　司法書士、土地家屋調査士及び海事代理士の業務に関して支払う報酬・料金につ
いては、「摘要」欄に「 司 」と表示し、その人員、支給額及び税額を記載してく
ださい。　

「役員賞与」欄 　法人税法第 2条第15号に規定する法人の役員に対して支払った賞与（使用人兼務
役員に対する使用人職務分の賞与を除きます。）について記載します。

「支払年月日」項 　「俸給、給料等」欄に準じて記載します。
　なお、支払確定後 1年を経過した日において未払となっている役員賞与について
納付する場合には、「支払年月日」欄の記載を要しません。

「同上の支払確定年
月日」欄

　役員賞与について支払の確定した年月日を記載します。

「人員」、「支給額」
及び「税額」の各項

　「俸給、給料等」の各欄に準じて記載します。

「摘要」欄 　支払確定後 1年を経過した日において未払となっている役員賞与について納付す
る場合には、納付書を別に作成し、「摘要」欄に「 1 年経過賞与分」と記載してく
ださい。　

「年末調整による不
足税額」及び「年末
調整による超過税
額」の各欄

　年末調整の結果生じた不足額を徴収した場合又は超過額を還付した場合に、それ
ぞれの欄に記載します。

「税額」項 　その月において、実際に徴収した不足額の合計額又は還付した超過額の合計額を、
それぞれの該当欄に記載します。
（注）  年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書を税務署に提出して年末調整による超過額

の還付を受ける場合には、その金額を含めることはできません。

◦　正当額を超えて源泉所得税を納付したため、その誤納額を「源泉所得税の誤納額充当届出書」を提出して、
その後に納付すべき税額に充当する場合には、次により記載してください。
　①　給与等の「税額」項には、源泉徴収をした税額からその充当額を差し引いた残額を記載します。
　②　「摘要」欄には、その充当額を「誤納充当金額○○円」と記載します。
◦　租税条約によって課税の免除を受ける者についての所得税徴収高計算書は、別に作成して、その「摘要」
欄に「租税条約適用分」と記載してください。
◦　いわゆる災害減免法に基づいて源泉徴収を猶予した所得税の額がある場合には、「摘要」欄に「 災 」
と表示し、その人員、支給額及び税額を記載してください。



　国税電子申告・納税システム（e-Tax）の利用のための事前準備（裏面をご覧ください。）の後、
電子納税が可能となります。
　e-Taxソフト（WEB版）を利用した源泉所得税の納付のしかたは次のとおりです（インストール
したe-Taxソフト（通常版）を利用して電子納税を行うことも可能です。）。

　開始届出を送信し取得した「利用者識別番号」と
e-Taxに登録した「暗証番号」を用いてe-Taxソフ
ト（WEB版）にログインし、徴収高計算書データ
を作成・送信します。
※　納付すべき税額がない場合（納付税額０円）の徴収高計算書データ
についても送信することができます。

１．徴収高計算書データの作成・送信

２．納付方法の選択

３．納付

（①ダイレクト納付（納付日指定）を利用する場合）

　e-Taxソフト（WEB版）からデータを送信後表示され
る受信通知又はメッセージボックス一覧から納付区分番
号通知を表示し、納付方法を選択します。
①　ダイレクト納付を利用する場合
　納付予定日に応じて、画面の「今すぐに納付される方」
又は「納付日を指定される方」のボタンをクリックします。

②　インターネットバンキングで納付を行う場合
　画面の「納付区分番号はこちら」のボタンをクリッ
クします。「インターネットバンキング」ボタンが表
示されますので、それをクリックし、以後、画面の案
内に従い、お取引先の金融機関のインターネットバン
キングにログインします。

①　ダイレクト納付を利用する場合
　納付日を指定して納付する場合は、納付日を指定し
た後、画面の「はい」をクリックすると、届出をした
預貯金口座から指定した納付日に納付金額が振り替え
られ、電子納税が完了します。
　すぐに納付する場合は、納付日を指定する画面は表
示されませんので、画面の「はい」をクリックすると、
届出をした預貯金口座から納付金額が振り替えられ、
電子納税が完了します。

②　インターネットバンキングで納付を行う場合
　インターネットバンキングにログインすると、払込
情報が画面に表示されます。払込情報を確認し、払込
を実行することにより、利用者の指定口座から払込金
額が振り替えられ、電子納税が完了します。

※１　納付期限内に徴収高計算書データを送信した場合であっても、期限後
に電子納税を行ったときは、延滞税や不納付加算税などを負担しなけれ
ばならないことがありますのでご注意ください。

　２　ダイレクト納付の場合、振替完了後、メッセージボックスに「ダイレクト
納付完了通知」が格納されますのでご確認ください。また、納付日の指定を
行った場合は、指定した日の前日に預貯金口座の残高をご確認ください。

電子納税のしかた（源泉所得税） ☆ ☆☆ ☆

①

②

　e-Taxを利用することにより所得税徴収高計算書（納付書）が不要となる方につきましては、「所得税徴収高
計算書用紙の送付の要否」欄の「１　送付不要」を選択し、徴収高計算書データを送信してください。
　次回の年末調整関係書類送付時より納付書の送付を省略いたします。



詳しくは、e-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）をご覧ください。

　インターネットにアクセスできるパソコンをお持ちの方は、次の手順で事前準備を行うことにより、
国税電子申告・納税システム（e-Tax）を利用した電子納税ができます。

ご利用開始までの流れ

　e-Taxをはじめてご利用になる場合は、e-Taxの開始届出が必要です。
　e-Taxソフト（WEB版）を利用して開始届出を行うと、利用者識別番号を通知する画
面が表示されます。
　※１　e-Taxの開始届出の方法は、他にも、e-Taxホームページの「e-Taxの開始（変更等）

届出書作成・提出コーナー」を利用する方法や所轄税務署に書面で提出する方法があ
ります。

　　２　e-Taxソフト（WEB版）の操作方法については、e-Taxホームページ（e-Taxソフ
ト（WEB版）ご利用ガイド）をご覧ください。

e–Taxの開始届出を行います。

①　ダイレクト納付を利用する場合
　ダイレクト納付利用届出書を所轄の税務署へ書面で提出します（金融機関届出印の
押印が必要となりますので、オンラインでは提出できません。）。
　ダイレクト納付利用届出書を提出いただいてから利用可能となるまで、１か月程
度かかります。
　　利用可能な金融機関につきましては、国税庁ホームページでご確認ください。

②　インターネットバンキングで納付を行う場合
　金融機関とインターネットバンキング等の契約をします。電子納税を利用するた
めには、お取引先の金融機関で「税金・各種料金払込みサービス」（ペイジー）が提供
されている必要がありますので、あらかじめ金融機関にご確認ください。

これで電子納税の準備は完了です。「電子納税のしかた」は裏面をご覧ください。

2

ｅ‐Ｔａｘを利用して源泉所得税が納付できます！

　電子納税には、①ダイレクト納付を利用する方法、②インターネットバンキングやＡＴＭ等を利用し
て納付する方法があります。
　ダイレクト納付とは、事前に届出をした預貯金口座からの振替により、簡単なクリック操作で即時又
は期日を指定して納付することができる電子納税の新たな納付手段です。

税務署又は金融機関に対し電子納税のための手続を行います。3

e–Taxソフト（WEB版）の準備をします。1

　e-Taxホームページ（e-Taxソフト（WEB版）ご利用案内）からパソコンに「事前準備セッ
トアップ」プログラムをダウンロードし、実行します。

（e-Taxソフト（WEB版）を利用する場合）
※�　e-Taxソフト（WEB版）はWebブラウザ上で電子納税などを利用できるものですが、パソコンにe-Taxソフト
をインストールして電子納税などを利用することも可能です。


